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（留意点）

• 統計データからは、保有する住宅・土地等の不動産や、自動車、貴金属等の資産の評価額
（換金可能額）は把握できず、推計には限界がある。

• また、生活保護の適用に当たっては、収入と保有する資産だけでなく、親族からの扶養、稼働
能力の有無によって判定される。

• さらに、生活保護は申請に基づく開始を原則としており、「生活保護基準未満の低所得世帯
数」が、申請の意思がありながら生活保護の受給から漏れている要保護世帯（いわゆる漏
給）の数を表すものではない。

生活保護基準未満の低所得世帯数の就労状況別推計の概要、留意点

• 第８回研究会に提出した生活保護基準未満の低所得世帯数の推計結果を世帯の就労状況
別に集計した。

• 世帯の就労状況は全国消費実態調査では世帯主、国民生活基礎調査では最多収入者の就
労状況による。

• 推計に当たって使用したデータ、低所得世帯数の推計方法は第８回研究会に提出した生活
保護基準未満の低所得世帯数の推計結果と同じである。
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（用語の定義）

• 勤労者世帯：世帯主又は最多収入者が会社、官公庁、学校、工場、商店などに雇用されてい
る世帯。ただし、世帯主又は最多収入者が会社・団体等の役員である世帯は除く。

• 勤労者以外の世帯：勤労者世帯でない世帯（個人営業世帯や自由業者世帯、無職世帯など）

• 無職世帯：世帯主が無職である世帯（全国消費実態調査）。所得を伴う仕事をしている者の
いない世帯（国民生活基礎調査）



○ 低所得世帯率は、無職世帯、勤労者以外の世帯、勤労者世帯の順に大きく、低所得世帯数に対する被保護
世帯数の割合（保護世帯比）も、この順に大きい傾向がみられる。

調査結果概要

低所得世帯率 保護世帯比

所得のみ 資産※１を考慮 所得のみ 資産※１を考慮

H16全国消費実

態調査 最低生
活費１

（生活扶助＋
教育扶助）

全世帯

％
４．９

％
０．３

％
２９．６

％
８７．４

勤労者世帯 ３．５ ０．３ ７．３ ４７．５

勤労者以外の世帯 ６．８ ０．３ ３９．６ ９３．９

（再）無職世帯 ８．８ ０．３ ４４．２ ９５．８

H16全国消費実

態調査 最低生
活費２

（最低生活費１
＋住宅扶助）

全世帯 ６．７ ０．７ ２３．８ ７５．８

勤労者世帯 ５．４ ０．７ ４．９ ２８．９

勤労者以外の世帯 ８．４ ０．６ ３４．８ ８７．６

（再）無職世帯 １１．０ ０．８ ３８．９ ８９．５

H19国民生活基
礎調査

（生活扶助＋
教育扶助＋高等
学校等就学費※２）

全世帯 １２．４ ４．８ １５．３ ３２．１

勤労者世帯 ８．３ ３．０ ５．２ １３．１

勤労者以外の世帯 １６．６ ６．６ ２０．０ ３８．７

（再）無職世帯 ２０．６ ９．２ ３０．４ ４９．６
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※１ 資産には、保有する住宅・土地等の不動産や、自動車、貴金属等の資産の評価額は含まれない。また、親族からの扶養や稼働能力の有無などが不明であるため、上記低所得世帯
が保護の受給要件を満たしているか否かは判断できない。さらに、仮に保護の要件を満たしていても、生活保護は申請に基づいた制度であることから、今回の調査から得られた「保
護世帯比」が、申請の意思がありながら生活保護の受給から漏れている要保護世帯（いわゆる漏給）の割合を表すものではない（２ページ参照）。

※２ 高等学校等就学費は平成１７年度に創設された。
※３ 勤労者世帯：世帯主（全国消費実態調査）又は最多収入者（国民生活基礎調査）が会社、官公庁、学校、工場、商店などに雇用されている世帯。ただし、世帯主又は最多収入者が

会社・団体等の役員である世帯は除く。
※４ 勤労者以外の世帯：勤労者世帯でない世帯（個人営業世帯や自由業者世帯、無職世帯など）
※５ 無職世帯：世帯主が無職である世帯（全国消費実態調査）。所得を伴う仕事をしている者のいない世帯（国民生活基礎調査）



総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

２，６７１
万世帯

９４
万世帯

８
万世帯

７
％

３．５
％

０．３
％

７．３
％

４７．５

単身世帯 ６９２ ２９ ２ ２ ４．２ ０．３ ７．６ ５４．７

高齢者世帯 ２９ １ ０．３ ０．４ ３．６ ０．９ ２９．８ ６３．１

その他の世帯 ６６３ ２８ ２ ２ ４．２ ０．３ ６．５ ５３．１

２人以上世帯 １，９８０ ６５ ６ ５ ３．３ ０．３ ７．２ ４４．７

高齢者世帯 ２２ ０．０ － ０．１ ０．２ ０．０ ６３．０ １００．０

母子世帯 ２８ １３ ２ ４ ４７．６ ７．９ ２１．６ ６２．５

その他の世帯 １，９３０ ５２ ４ １ ２．７ ０．２ ２．５ ２４．６

１ 【勤労者世帯】全国消費実態調査（最低生活費１）

• 収入が最低生活費１（生活扶助、教育扶助）未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみで
見た場合、約９４万世帯（３．５％）、資産を考慮した場合、約８万世帯（０．３％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の低所得世帯率が最も高く、フロー所得のみの場合で４７．６％、
資産を考慮した場合で７．９％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で７．３％、
資産を考慮した場合で４７．５％と推定される。

全国消費実態調査

（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。 4



総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

２，００３
万世帯

１３６
万世帯

６
万世帯

９０
％

６．８
％

０．３
％

３９．６
％

９３．９

単身世帯 ６１５ ６８ ３ ６９ １１．１ ０．５ ５０．２ ９５．８

高齢者世帯 ４４５ ５０ ３ ３７ １１．１ ０．６ ４２．８ ９３．２

その他の世帯 １７０ １９ ０．３ ３２ １１．１ ０．２ ６２．８ ９９．０

２人以上世帯 １，３８８ ６８ ３ ２１ ４．９ ０．２ ２３．２ ８８．３

高齢者世帯 ３９５ １２ ０．４ ５ ３．０ ０．１ ２７．９ ９２．２

母子世帯 ５ ３ ０．３ ５ ５２．８ ５．３ ６２．７ ９４．４

その他の世帯 ９８８ ５３ ２ １１ ５．４ ０．２ １７．６ ８４．６

１ 【勤労者以外の世帯】全国消費実態調査（最低生活費１）

• 収入が最低生活費１（生活扶助、教育扶助）未満の非就労世帯は、資産を考慮しないフロー所得
のみで見た場合、約１３６万世帯（６．８％）、資産を考慮した場合、約６万世帯（０．３％）と推定さ
れる。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の低所得世帯率が最も高く、フロー所得のみの場合で５２．８％、
資産を考慮した場合で５．３％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で３９．
６％、資産を考慮した場合で９３．９％と推定される。

全国消費実態調査

（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。 5



総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

１，２５８
万世帯

１１１
万世帯

４
万世帯

８８
％

８．８
％

０．３
％

４４．２
％

９５．８

単身世帯 ５０７ ６４ ２ ６８ １２．６ ０．４ ５１．５ ９７．１

高齢者世帯 ４０４ ４７ ２ ３７ １１．６ ０．４ ４３．８ ９５．７

その他の世帯 １０３ １７ ０．３ ３１ １６．４ ０．３ ６４．８ ９８．９

２人以上世帯 ７５１ ４７ ２ ２０ ６．２ ０．２ ３０．０ ９１．５

高齢者世帯 ３２０ １１ ０．４ ５ ３．３ ０．１ ２９．８ ９２．１

母子世帯 ３ ２ ０．１ ４ ６３．１ ２．５ ６７．２ ９８．１

その他の世帯 ４２８ ３４ １ １１ ８．０ ０．３ ２４．６ ８８．９

１ 【（再掲）無職世帯】全国消費実態調査（最低生活費１）

• 収入が最低生活費１（生活扶助、教育扶助）未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみで
見た場合、約１１１万世帯（８．８％）、資産を考慮した場合、約４万世帯（０．３％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の低所得世帯率が最も高く、フロー所得のみの場合で６３．１％、
資産を考慮した場合で２．５％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で４４．
２％、資産を考慮した場合で９５．８％と推定される。

全国消費実態調査

（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。 6



総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

２，６７１
万世帯

１４３
万世帯

１８
万世帯

７
％

５．４
％

０．７
％

４．９
％

２８．９

単身世帯 ６９２ ５０ ７ ２ ７．２ １．０ ４．６ ２６．２

高齢者世帯 ２９ ２ １ ０．４ ５．９ １．９ ２０．５ ４４．２

その他の世帯 ６６３ ４８ ６ ２ ７．２ ０．９ ３．９ ２４．０

２人以上世帯 １，９８０ ９４ １２ ５ ４．７ ０．６ ５．１ ３０．３

高齢者世帯 ２２ ０．１ － ０．１ ０．５ ０．０ ４０．０ １００．０

母子世帯 ２８ １５ ３ ４ ５４．３ １１．５ １９．５ ５３．３

その他の世帯 １，９３０ ７９ ８ １ ４．１ ０．４ １．７ １３．６

２ 【勤労者世帯】全国消費実態調査（最低生活費２）

• 収入が最低生活費２（最低生活費１＋住宅扶助）未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみ
で見た場合、約１４３万世帯（５．４％）、資産を考慮した場合、約１８万世帯（０．７％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の低所得世帯率が最も高く、フロー所得のみの場合で５４．３％、資
産を考慮した場合で１１．５％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で４．９％、
資産を考慮した場合で２８．９％と推定される。

全国消費実態調査

（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。 7



総世帯数

A

最低生活
費未満の
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C
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D
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帯率 ①
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帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

２，００３
万世帯

１６８
万世帯

１３
万世帯

９０
％

８．４
％

０．６
％

３４．８
％

８７．６

単身世帯 ６１５ ９０ ９ ６９ １４．６ １．４ ４３．５ ８８．９

高齢者世帯 ４４５ ６５ ６ ３７ １４．５ １．３ ３６．５ ８６．８

その他の世帯 １７０ ２５ ３ ３２ １４．６ １．７ ５６．２ ９１．５

２人以上世帯 １，３８８ ７８ ４ ２１ ５．６ ０．３ ２０．９ ８３．３

高齢者世帯 ３９５ １４ １ ５ ３．６ ０．３ ２４．６ ８１．０

母子世帯 ５ ３ １ ５ ６２．０ １２．３ ５８．９ ８７．９

その他の世帯 ９８８ ６１ ２ １１ ６．２ ０．２ １５．８ ８２．５

２ 【勤労者以外の世帯】全国消費実態調査（最低生活費２）

• 収入が最低生活費２（最低生活費１＋住宅扶助）未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみ
で見た場合、約１６８万世帯（８．４％）、資産を考慮した場合、約１３万世帯（０．６％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の低所得世帯率が最も高く、フロー所得のみの場合で６２．０％、資
産を考慮した場合で１２．３％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で３４．８％、
資産を考慮した場合で８７．６％と推定される。

全国消費実態調査

（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。 8



総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

１，２５８
万世帯

１３８
万世帯

１０
万世帯

８８
％

１１．０
％

０．８
％

３８．９
％

８９．５

単身世帯 ５０７ ８５ ８ ６８ １６．７ １．５ ４４．５ ８９．９

高齢者世帯 ４０４ ６２ ５ ３７ １５．４ １．１ ３７．１ ８８．８

その他の世帯 １０３ ２２ ３ ３１ ２１．８ ２．９ ５８．１ ９１．３

２人以上世帯 ７５１ ５３ ３ ２０ ７．１ ０．４ ２７．３ ８８．２

高齢者世帯 ３２０ １３ １ ５ ４．０ ０．２ ２６．１ ８６．８

母子世帯 ３ ３ ０．４ ４ ７５．７ １２．２ ６３．１ ９１．４

その他の世帯 ４２８ ３８ ２ １１ ８．９ ０．４ ２２．６ ８７．６

２ 【（再掲）無職世帯】全国消費実態調査（最低生活費２）

• 収入が最低生活費２（最低生活費１＋住宅扶助）未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみ
で見た場合、約１３８万世帯（１１．０％）、資産を考慮した場合、約１０万世帯（０．８％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の低所得世帯率が最も高く、フロー所得のみの場合で７５．７％、資
産を考慮した場合で１２．２％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で３８．９％、
資産を考慮した場合で８９．５％と推定される。

全国消費実態調査

（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。 9



総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産
要件を満
たす世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

最
低
生
活
費
１

総数
万世帯

１，０８０
万世帯

４９
万世帯

６
万世帯

４
％

４．６
％

０．５
％

８．２
％

４４．１

現役世帯 １，０７６ ４９ ５ ４ ４．６ ０．５ ８．２ ４４．５

大人１人 ３７ １４ ２ ４ ３７．２ ５．９ ２１．３ ６２．９

大人２人以上 １，０３９ ３５ ３ １ ３．４ ０．３ １．８ １６．４

非現役世帯 ４ ０．３ ０．１ ０．０ ７．４ ２．７ ６．０ １５．０

最
低
生
活
費
２

総数 １，０８０ ７０ １０ ４ ６．５ ０．９ ５．９ ３１．５

現役世帯 １，０７６ ７０ ９ ４ ６．５ ０．９ ５．９ ３１．６

大人１人 ３７ １６ ３ ４ ４２．５ ８．６ １９．２ ５３．９

大人２人以上 １，０３９ ５４ ６ １ ５．２ ０．６ １．２ ９．２

非現役世帯 ４ ０．４ ０．１ ０．０ ８．９ ２．７ ５．１ １５．０

（参考） 【勤労者世帯】子どものいる世帯（再掲）

全国消費実態調査

（注）「現役世帯」とは、世帯主の年齢が１８歳以上６４歳以下の世帯をいう。「大人」は１８歳以上の者、「子ども」は１７歳以下の者をいう。
（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）
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総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産
要件を満
たす世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

最
低
生
活
費
１

総数
万世帯

２３６
万世帯

２０
万世帯

１
万世帯

７
％

８．３
％

０．４
％

２７．２
％

８８．０

現役世帯 １９５ １６ １ ７ ８．４ ０．５ ２９．７ ８８．６

大人１人 １０ ３ ０．３ ５ ２８．８ ２．５ ６２．８ ９５．１

大人２人以上 １８５ １３ １ ２ ７．２ ０．３ １２．４ ７５．０

非現役世帯 ４１ ３ ０．１ ０．４ ７．９ ０．３ １１．２ ７８．３

最
低
生
活
費
２

総数 ２３６ ２３ １ ７ ９．８ ０．６ ２４．１ ８３．６

現役世帯 １９５ ２０ １ ７ １０．１ ０．６ ２５．９ ８４．９

大人１人 １０ ４ １ ５ ３４．８ ５．８ ５８．３ ８９．３

大人２人以上 １８５ １６ １ ２ ８．７ ０．３ １０．５ ７５．０

非現役世帯 ４１ ３ ０．２ ０．４ ８．１ ０．５ １０．９ ６６．３

（参考）【勤労者以外の世帯】子どものいる世帯（再掲）

全国消費実態調査

（注）「現役世帯」とは、世帯主の年齢が１８歳以上６４歳以下の世帯をいう。「大人」は１８歳以上の者、「子ども」は１７歳以下の者をいう。
（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）
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総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産
要件を満
たす世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

最
低
生
活
費
１

総数
万世帯

４０
万世帯

９
万世帯

０．４
万世帯

７
％

２３．０
％

１．０
％

４３．２
％

９４．６

現役世帯 ２４ ７ ０．３ ７ ２９．２ １．２ ４８．８ ９５．８

大人１人 ８ ２ ０．１ ５ ３０．２ １．０ ６６．８ ９８．４

大人２人以上 １６ ５ ０．２ ２ ２８．７ １．４ ２８．５ ８９．４

非現役世帯 １６ ２ ０．１ ０．４ １３．９ ０．７ １５．１ ７８．２

最
低
生
活
費
２

総数 ４０ １０ １ ７ ２５．８ １．９ ４０．４ ９０．３

現役世帯 ２４ ８ １ ７ ３３．５ ２．５ ４５．４ ９１．８

大人１人 ８ ３ ０．４ ５ ３６．９ ４．７ ６２．２ ９２．８

大人２人以上 １６ ５ ０．２ ２ ３１．８ １．４ ２６．５ ８９．４

非現役世帯 １６ ２ ０．２ ０．４ １４．５ １．０ １４．６ ７１．５

（参考） 【（再掲）無職世帯】子どものいる世帯（再掲）

全国消費実態調査

（注）「現役世帯」とは、世帯主の年齢が１８歳以上６４歳以下の世帯をいう。「大人」は１８歳以上の者、「子ども」は１７歳以下の者をいう。
（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）
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総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

２，４７８
万世帯

２０６
万世帯

７５
万世帯

１１
％

８．３
％

３．０
％

５．２
％

１３．１

単身世帯 ４９７ ５３ １９ ３ １０．６ ３．９ ６．２ １５．３

高齢者世帯 ２９ ５ ２ １ １６．４ ５．６ １２．５ ２９．５

その他の世帯 ４６８ ４８ １８ ３ １０．３ ３．８ ５．５ １３．７

２人以上世帯 １，９８１ １５４ ５５ ８ ７．８ ２．８ ４．８ １２．４

高齢者世帯 ３７ １ １ ０．２ ３．９ ２．９ １４．０ １８．０

母子世帯 ４９ ２９ １３ ４ ５８．０ ２６．４ １２．７ ２４．３

その他の世帯 １，８９４ １２３ ４１ ３ ６．５ ２．２ ２．７ ７．６

３ 【勤労者世帯】国民生活基礎調査

• 最低生活費未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみで見た場合、約２０６万世帯（８．
３％）、資産を考慮した場合、約７５万世帯（３．０％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の割合が最も高く、フロー所得のみの場合で５８．０％、資産を考
慮した場合で２６．４％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で５．２％、
資産を考慮した場合１３．１％と推定される。

国民生活基礎調査

（資料）平成１９年国民生活基礎調査特別集計、平成１９年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。
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総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
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C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

８８８
万世帯

８５
万世帯

３２
万世帯

６
％

９．６
％

３．６
％

６．２
％

１５．０

現役世帯 ８４０ ８１ ３０ ６ ９．６ ３．６ ６．４ １５．３

大人１人 ５５ ２９ １３ ４ ５２．３ ２３．２ １３．２ ２５．５

大人２人以上 ７８５ ５２ １８ １ ６．６ ２．３ ２．２ ６．１

非現役世帯 ４８ ５ ２ ０．１ ９．９ ３．１ ２．２ ６．６

（参考） 【勤労者世帯】子どものいる世帯（再掲）
国民生活基礎調査

（注）「現役世帯」とは、世帯主の年齢が１８歳以上６４歳以下の世帯をいう。「大人」は１８歳以上の者、「子ども」は１７歳以下の者をいう。

（資料）平成１９年国民生活基礎調査特別集計、平成１９年被保護者全国一斉調査（個別調査）
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総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

２，３２５
万世帯

３８７
万世帯

１５３
万世帯

９７
％

１６．６
％

６．６
％

２０．０
％

３８．７

単身世帯 ７０１ １８７ ８６ ７８ ２６．６ １２．２ ２９．４ ４７．５

高齢者世帯 ４１０ １０１ ４２ ４４ ２４．７ １０．３ ３０．１ ５０．９

その他の世帯 ２９１ ８５ ４４ ３４ ２９．３ １５．０ ２８．４ ４３．７

２人以上世帯 １，６２３ ２００ ６８ １９ １２．３ ４．２ ８．８ ２２．３

高齢者世帯 ４３７ ３２ １２ ５ ７．３ ２．７ １４．０ ３０．６

母子世帯 ２４ １９ １０ ５ ７９．０ ４２．０ １９．７ ３１．６

その他の世帯 １，１６２ １４９ ４６ ９ １２．８ ３．９ ６．０ １７．２

３ 【勤労者以外の世帯】国民生活基礎調査

• 最低生活費未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみで見た場合、約３８７万世帯（１６．
６％）、資産を考慮した場合、約１５３万世帯（６．６％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の割合が最も高く、フロー所得のみの場合で７９．０％、資産を考
慮した場合で４２．０％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で２０．
０％、資産を考慮した場合で３８．７％と推定される。

国民生活基礎調査

（資料）平成１９年国民生活基礎調査特別集計、平成１９年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。
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総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

３６８
万世帯

７０
万世帯

２２
万世帯

７
％

１９．１
％

６．１
％

８．７
％

２３．０

現役世帯 ３０６ ６２ ２０ ６ ２０．３ ６．６ ９．２ ２４．０

大人１人 ２８ １９ １０ ５ ６８．９ ３５．０ ２１．０ ３４．３

大人２人以上 ２７８ ４３ １０ １ １５．４ ３．７ ２．７ １０．４

非現役世帯 ６２ ８ ２ ０．４ １３．０ ３．９ ４．５ １３．６

（参考）【勤労者以外の世帯】子どものいる世帯（再掲）
国民生活基礎調査

（注）「現役世帯」とは、世帯主の年齢が１８歳以上６４歳以下の世帯をいう。「大人」は１８歳以上の者、「子ども」は１７歳以下の者をいう。

（資料）平成１９年国民生活基礎調査特別集計、平成１９年被保護者全国一斉調査（個別調査）

16



総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

１，０５３
万世帯

２１７
万世帯

９６
万世帯

９５
％

２０．６
％

９．２
％

３０．４
％

４９．６

単身世帯 ５３８ １５５ ７３ ７６ ２８．９ １３．５ ３２．９ ５１．２

高齢者世帯 ３６１ ９２ ３９ ４３ ２５．５ １０．８ ３２．０ ５２．７

その他の世帯 １７７ ６３ ３４ ３３ ３５．８ １９．１ ３４．２ ４９．３

２人以上世帯 ５１４ ６１ ２４ １９ １１．９ ４．６ ２３．３ ４４．０

高齢者世帯 ３２４ ２４ １０ ５ ７．３ ３．０ １７．７ ３４．３

母子世帯 １３ １０ ５ ５ ７７．２ ４０．４ ３１．１ ４６．３

その他の世帯 １７８ ２８ ９ ９ １５．６ ４．９ ２４．５ ５０．９

３ 【（再掲）無職世帯】国民生活基礎調査

• 最低生活費未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみで見た場合、約２１７万世帯（２０．
６％）、資産を考慮した場合、約９６万世帯（９．２％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の割合が最も高く、フロー所得のみの場合で７７．２％、資産を考
慮した場合で４０．４％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で３０．
４％、資産を考慮した場合で４９．６％と推定される。

国民生活基礎調査

（資料）平成１９年国民生活基礎調査特別集計、平成１９年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。
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総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

３６
万世帯

１３
万世帯

７
万世帯

６
％

３５．７
％

１９．９
％

３３．３
％

４７．３

現役世帯 ２２ １１ ４ ６ ４８．６ ２０．１ ３６．５ ５８．２

大人１人 １４ ９ ４ ５ ６２．３ ３１．５ ３６．６ ５３．３

大人２人以上 ８ ２ － １ ２４．４ ０．０ ３６．２ １００．０

非現役世帯 １４ ２ ３ ０．４ １６．２ １９．６ １３．９ １１．７

（参考） 【（再掲）無職世帯】子どものいる世帯（再掲）
国民生活基礎調査

（注）「現役世帯」とは、世帯主の年齢が１８歳以上６４歳以下の世帯をいう。「大人」は１８歳以上の者、「子ども」は１７歳以下の者をいう。

（資料）平成１９年国民生活基礎調査特別集計、平成１９年被保護者全国一斉調査（個別調査）
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